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1ご議論いただきたい論点（１）
（１）新たなICT利用による2030年代の未来像とその実現に向けた研究開発について

これまでの主なご意見：
＜2030年代におけるICT利用の進展＞
 IoT、AI、ビックデータ、ロボット等の新たなICTの進展は、全ての産業における革新や社会課題の解決に貢献。それら技術の実
装初期段階における直接的な効果よりも、実装の後に生まれる新たなサービス産業の方が暮らしへの影響は大きい。

 高度化するセンシング技術、それら技術とAIとを組み合わせることにより、これまで観測できなかったデータを取得でき、実世界を３
次元で再現するなど、実世界の情報が自動的に把握可能となる。さらに、ディスプレイへの表示やロボット等のアクチュエータの制
御等、実世界で自律的な動作が可能となる。その結果、これまでの手作業やオフィスワーク等は自動化や省人化が進む。これらの技
術は全産業に貢献が可能で、新たなサービス・製品の誕生や拡大が期待できる。一方で、多角的なデータが把握されるため、セ
キュリティ上の取組みが重要。

＜今後取り組むべき研究開発領域や研究開発環境等について＞
 国が取り組むべきものとしては、中長期的、まだ見ぬ世界を実験できる場所をどう提供していくかが重要。欧米の６Ｇなどの動向
を踏まえ、10年後の情報通信を考えたテストベッドがあるとよい。

 基礎的な部分から技術的な基盤を作ることに真剣に取り組まないと持続的な発展は難しい。
 ワイヤレス分野のミリ波の実装技術は日本メーカーが傑出している。こうした強みを活かすべき。

1. 2030年代に向けて我が国が重点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域
（Society5.0実現の観点、国際競争力強化の観点 等）

２．その中で国が実施すべき研究開発分野や研究開発課題の考え方
（経済的合理性、国家的な社会課題の早期解決、基礎研究・応用研究 等）

３．研究開発を実施する環境整備
（我が国全体で共通的に必要となる施設・設備、等）

ご議論いただきたい論点例：
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1. 研究開発段階からユーザーニーズを的確に把握するための仕組み
2. 時代や市場の変化に応じた、柔軟な研究開発の在り方（研究開発体制、評価手法、等）

ご議論いただきたい論点（2）

これまでの主なご意見：
＜研究開発手法＞
 社会課題をイメージした研究開発においては、研究開発に参画するメンバーに市民やデザイナーを入れる等、新しい視点から研
究エコシステムを作ることが必要である。さらに研究プロジェクト通して、人材育成、社会受容性の向上を行うこともスコープに入れるべ
きであり、アウトリーチ活動の積極的推進などが望まれる。

 日本のイノベーションはフェーズごとの縦割りになっていることもあるが、チームを組む又はシームレスで取組むことが重要。
＜研究開発の評価＞
 日本の国プロは、研究者が提案し、研究者が評価をするため、如何に基本計画を忠実に実施したかが評価されてきたが、時代の
流れに合わせて変更することが重要であり、研究開発の評価においても計画の変更を認めていかなくてはならない。

＜人材育成、オープンイノベーション＞
 地方の高校生が６Ｇに関する提案をしたように良いシーズが地方にもある。次世代を担う若い人を育てていくことが必要。グロー
バル展開についても、シーズでも技術開発でもユーザに近いコミュニティと繋がることが重要であり、繋がるための情報が簡単に
手に入る環境ができると良い。

 ドイツのフラウンホーファーでは大学の中に企業がいっぱい拠点を持っており、学食等で人的交流が進んでいる。こういったコロケー
ションが、日本の性格上合っているのではないか。

 世界で勝つためには、同じ人が集まるコミュニティではなく、様々なプレイヤーが集まるソーシャライズが重要。学会の領域を超えた
ところの案件をきちんと評価できるシステムが重要。

ご議論いただきたい論点例：

（２）研究開発手法について



3ご議論いただきたい論点（３）

これまでの主なご意見：
＜国際市場獲得に向けた取組み＞
 これまで技術の核となる起点は国内初のものだったが、世界の課題や世界への展開に目を向けて海外の起点で基礎研究を実

施していくことも必要。

＜標準化等＞
 価値創出のために必要な協調領域が拡大している。しかも、価値創出を加速するため、オープンイノベーションが一般化。このため、

競争戦略だけでなく、協調戦略のツールとして標準化を積極的に活用するトレンドが拡大。これに伴い、標準化活動のタイミング
や内容も変化している。いずれも関係者の意識改革が不可欠であるが、市場創出や仲間づくりをめざす標準化活動の推進、デジ
タル化・オープンイノベーションの一環としての標準化活動への転換が必要。

 研究開発の成果として標準化活動に関する取組みとして海外の標準化会議で発表してきただけというものがあるが、他の企業や国
を巻き込むなど必要で発想の転換が必要。その際、ユースケースシナリオが大事だが、誰が何を使ってどう幸せになったのかを踏まえ
たうえで描かないといけない。この検討の場にも、マーケティングや消費者サイドがいるとよい。

 インターオペラビリティに国がリーダーシップを持ってもいいのではないか。例えば、北欧諸国では全ての国民の疾患のデータベース
登録が義務付けられおり、ナショナルデータベースとして利用可能となっている。

（３）研究開発成果が世界で実装され、市場を獲得するための国際連携、国際標準化戦略の在り方

ご議論いただきたい論点：

1. 社会展開に結びつく標準化活動の在り方
（ユースケース検討・PoCの活性化、国内人材の効果的な活用・育成 等）

２．標準化活動を重点的・戦略的に実施すべき分野
（早急に社会展開が期待される分野、国として長期的に取り組むべき分野 等）

３．研究開発・標準化活動における国際連携の在り方
（オープンイノベーションを踏まえた国際連携の役割、国際共同研究が目指すべき方向性 等）
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実世界

センシング

通信網

ビッグ
データ

制御・提示

健康・医療・
高齢者支援

エンタテインメント
・コミュニケーション

交通・自動車

防犯・防災・
社会インフラ

農業・
一次産業

環境・
エネルギー

人体
行動
・道具家庭

・車

業務・
公共空間

地域・
生活社会

地球

利活用
サービス

教育・学術

流通・物流

人工知能・データ解析

センサ

端末機器

５Ｇモバイル
等の無線アクセス

超広帯域
光アクセス

ディスプレイ
ロボット

セキュリティ・
プライバシー

クラウド

エッジコン
ピューティング

知性・知恵
知識
情報
データ

建設・土木

行政サービス

観光

スポーツ

製造

■特徴1
あらゆる実世界を
自動把握

■特徴2
大量のセンサ
特に画像センサ

■特徴3
全ての「間」が通信
大容量・低遅延
・多端末

■特徴4
1)エッジから
クラウドの
組み合わせ

2)ビッグデータを
解析・利用

3)ディープ
ラーニングで
処理方法の
自動生成も

■特徴5
貢献先が
全産業の
サービス

■特徴6
実世界に
戻す表示
または
アクチュ
エータ
自律
動作も

IoT
・ビッグデータ
・人工知能
・ロボット

データフローからみた「IoT・ビッグデータ・人工知能・ロボット」のエコシステム＜参考＞

出典 技術戦略ＷＧ第1回 島田構成員資料
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健康立国のための
地域における人と
くらしシステム

効率的で効果的な
インフラ維持管理・
更新の実現

構造材料●
（航空機材料）

革新的
材料開発技術

革新的
介護・くらし
支援技術

革新的
医療・創薬技術

水資源

リサイクル

革新的
おもてなし
関連技術

革新的
自動車交通技術

●インフラ

●エネキャリ

革新的
蓄エネルギー技術

水素等 蓄電池

高機能材料

次世代自動走行

有機素材

基盤技術

データベース構築・利活用技術

●農業

革新的
バイオ産業
基盤技術

ゲノムデザイン

革新的
食料生産
流通技術
気候変動予測

ゲノム情報

ロボット/遠隔作業

育種

センシング

革新的3次元
地図情報活用技術

Ｇ空間

自動走行●

AI/IoT/ビッグデータ活用

センシング

遠隔医療・介護支援

ウェアラブルﾊﾞｲｵセンサー

●パワエレ

自然災害に
対する強靱な
社会の実現

地球環境情報
プラットフォーム

スマート
生産システム

スマート・
フードチェーン
システム

その他
おもてなし
システム

新たな
ものづくり
システム

統合型
材料開発
システム

エネルギー
バリューチェーンの

最適化

高度道路
交通システム

●海洋
革新的
気候変動
適応技術

気候変動予測

被害把握・予測

各種観測

触媒

循環技術

分離

エネルギーシステム統合技術

3Dプリンタ

自動翻訳
接客ロボット

テロ対策

サイバーセキュリティ

革新的

再生可能エネルギー

プロセッシング

革新的
資源管理・

自然言語処理

革新的

省エネデバイス 各種省エネ技術

●燃焼

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

革新的素材

健康等情報活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

●防災

設計生産● ロボット

ネットワーク

構造材料●
（MI）

System of Systems

フィジカル空間基盤技術
処理デバイスアクチュエータセンサ 光・量子ロボティクス

AI / IoT / ビッグデータ
サイバー空間基盤技術

i-construction

革新的
建設/インフラ
維持管理技術

自律協調

遠隔作業

防災・減災技術
革新的

各種観測
被害把握・予測

災害対応ロボット

AI/IoT/ビッグデータ活用

保安・セキュリティ技術
革新的

省エネルギー技術

創エネルギー技術

革新的
資源探査・
開発技術

ものづくり技術
革新的

●サイバー

ICTプラット
フォーム技術

AI / IoT / ビッグデータがSociety5.0を支える基盤技術

※ H30年度開始の官民研究開発投資拡大プログラム(PRISM)におけるターゲット領域

● ：現行SIP事業
：ターゲット領域候補*

：主な要素技術・アプリケーション

：Society5.0実現のための11システム
※科学技術イノベーション総合戦略2015で策定

：30年度に設定することが望ましい
ターゲット領域候補

＜参考＞

出典 内閣府 総合科学技術・イノベーション会議



6先進テクノロジーのハイプ・サイクル

※１ IRF World Robotics Report 2017年 世界１位。

出典 ガートナー（2018年8月）

＜参考＞



7日本の研究主体別研究費の推移
• 日本の研究費を主体別の使用状況からみると、企業が全体の約70%、大学が約20%、公的機関が約７％
を占めており、この比率はほぼ一定。

＜参考＞

出典 経済産業省 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向
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主要国に比べて、我が国の科学技術関係予算の伸びは低調。

科学技術関係予算等に関する国際比較

■主要国の科学技術関係予算の推移 (2000年度を100とした指数)

我が国の科学技術関係予算の推移

出典：平成29年版科学技術要覧

■主要国における研究開発の総支出額

日本円への換算は、各年のIMF為替レート換算による。

国 2000年 2016年

日本 15.3兆円 16.9兆円（1.1倍）

中国
896億元
（1.2兆円）

15.7兆元（17.5倍）
（25.4兆円）

韓国
13.8兆ウォン
（1.3兆円）

69.4兆ウォン（5.0倍）
（6.5兆円）

米国
2,695億ドル
（29兆円）

5,111億ドル（1.9倍）
（55.6兆円）

ドイツ
506億ユーロ
（5兆円）

924億ユーロ（1.8倍）
（11.1兆円）

英国
177億ポンド
（2.9兆円）

332億ポンド（1.9倍）
（4.9兆円）

フラン
ス

310億ユーロ
（3.1兆円）

501億ユーロ（1.6倍）
（6兆円）

出典：OECD Main Science and Technology Indicators

＜参考＞



9日本の産業部門・大学等の分野別研究比率の推移

• 日本の産業部門の分野別研究費割合の推移をみると、情報通信分野が最多。2007年度以降減少傾向だった
が、2016年度は増加。ライフサイエンス分野及び環境分野はほぼ横ばい。

• 日本の大学等の分野別研究費割合の推移をみると、ライフサイエンス分野の研究費だけが突出して増加傾向。
情報通信分野は減少している。

産業部門の分野別研究比率の推移 大学等の分野別研究比率の推移

＜参考＞

出典 経済産業省 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向



10日本の産業部門・大学等の性格別研究比率の推移

• 日本の産業部門の性格別研究比率の推移をみると、応用研究費が減少し、開発研究費が増加傾向。基礎研
究も増加。

• 日本の大学等の性格別研究費割合の推移をみると、直近では応用研究費の割合が減少し、その分開発研究費
の割合が増加。

産業部門の性格別研究比率の推移 大学等の性格別研究比率の推移

＜参考＞

出典 経済産業省 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向
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（通商白書2017より抜粋）

世界の研究者の国際ネットワーク（共著関係）

世界における日本の研究開発の状況

• 中国、インド、ブラジル等新興国や欧米を中心に研究者の国際ネットワークが急激に拡大する一方で、日本
の伸びは低い。

• 国際的に見て引用度の高い論文について量・質とも国際的地位が低下。

国・地域別論文数、TOP10%補正論文数

＜参考＞



12我が国のICT分野の研究開発費・研究者数

• 我が国の2016年度の情報通信産業の研究費は3兆6,715億円で、企業の研究費のうち27.6%を占める。
• 企業の研究者のうち、情報通信産業の研究者は18万2,976人で、31.2%を占める。

出典：平成30年版 情報通信白書

企業の研究費の割合（2016年度） 企業の研究者数の産業別割合（2016年度）

＜参考＞


